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序論

世界経済が将来、発展するために必要とされる中心問題は、経済活動がどこに立地され

るであろうかという ことである。現在のようにグローパル化が叫ばれている中で、グロー

バリゼーションの推進力である貿易自由化や技術進歩は、遠い消費者に財やサービスを供

給することを容易にし、企業がロケーション聞の彼らの生産を分割することを可能にして、

活動をますます活発にすることができる状況が生まれている。

さらにまた、世界経済で継続している統合の動きに見られる特徴は、生産のグローパリ

ゼーションとその結果生ずる部品や中間財の貿易の増大とそれに伴う生産・流通のステッ

プの高まりである。このような部品や中間財貿易の拡張と産業的なクラスター化に伴う国

際間および企業聞の取引は、特にフラグメンテーション理論の文献における新しい理論的

な思考の開発を刺激した。現在、東アジア諸国の国際分業はこのフラグメンテーションの

モデルが当てはまる形の新しい国際分業モデ、ルが説明の理論として有効であると考えて

いる。言い換えると、東アジアの生産立地・貿易ノ号ターンの出現は、新しい国際分業の出

現であり、それを説明する理論的パックグランドがこのフラグメンテーション理論である

ということができる。

古典的な貿易理論と言われるリカー ド理論とへクシャー・オリーン理論などでは、国の

労働生産性と生産要素賦存量の差異が存在するため、国際貿易が行われている。そしてひ

とたび貿易が始まれば、その固と国はそれぞれが比較優位を持つ財の生産に特化して輸出

を行い、他の財を輸入するという貿易パターンが実現すると考えられる。つまり実現の世

界に即して言えば、先進国は高度な技術や資本を必要とする資本集約型産業に特化して生

産・輸出を行い、一方で発展途上国は技術的に容易で労働集約的な財を生産・輸出すると

いう関係が成り立つ。そうしづ理論による 1980年代前の主に先進国と途上国の間の世界

貿易現象と貿易ノfターンに対して分析可能であるが、 1980年代から、世界貿易の主体と

貿易ノξターンが変わった。労働力の生産性および生産要素賦存比率がほとんど同じである

先進国間の貿易額が世界貿易の主体になる。その同一産業内部の先進国の間貿易額と貿易

量が急に拡大する現象について、 Krugmanand Helpman( 1979、1987)などが収穫逓増と規模

の経済性および不完全競争市場の理論モデルを構築して、先進国の同一産業内部の差別化

された最終財貿易としてみごとに解釈されている。それは類似の生産要素の賦存条件が存

在しながら、生産要素集約度も類似の最終財の貿易現象に関するという 「産業内貿易理論」

である。この理論により 、各国の消費者が消費可能財の多様性を追求するために、 差別化

された財の規模の経済性および市場の不完全競争における収穫逓増などの仮定に基づい

て、産業内貿易が行われると示されている。それによって、先進国間の産業内におけるさ

まざまな差別される財に対して、消費者が多様な製品・違うブラン ドなどに対する選好を

追求するため、生産要素条件が類似される先進国の聞の国際貿易量が拡大している。

古典的な貿易理論では国家レベルの異質性に着目して、各国内部の各産業レベルの差異

を無視し、国家ごとで同質財を生産すると仮定している。それに、古典的な貿易理論によ

れば、世界でもっと多い割合を占める貿易が労働生産性の差異が大きな豊かな先進国と貧

しい途上国の間の貿易のはずで、ある。しかし、 1980年代から、多数の貿易統計データに

よると、実際の国際貿易額の中で割合が一番大きいのは労働生産性が近く 、生産要素賦存

比率もほぼ同じである先進国間の産業問貿易である。その貿易現象について多くの研究者

が「産業レベルの異質性に着目 して」、収穫逓増・不完全競争市場としづ仮定における新

貿易論としづ古典的な貿易理論に対して、新しい貿易理論が提案されている。

1990年代に入ると、先進国間の同一産業内部の貿易が増加する一方で、先進国と途上

国の聞の貿易額と貿易量が再び拡大する。アメ リカとメキシコ ・東アジアの日本、韓国と



中国、 ASEANなどの先進国と途上国の貿易が再び拡大しつつある。とくに、先進国と途

上国の同一産業内部の貿易額が急速に拡大されている。

その新たな拡大しつつある世界貿易の中身を考察すると、生産要素集約度が異なる中間

財・部品の貿易が大きな貿易シェアを占めていることがわかる。そういう貿易成長のエン

ジンは、多国籍企業のグローパル市場における生産活動の配置である。そのさまざまな中

間財およびアセンブリ作業の生産立地が異なる国家にあるので、多国籍企業の中間財生

産・調達により、近年の先進国と途上国の国際貿易が拡大している。そうしづ生産性が違

う産業内貿易に関する新しい貿易現象に対して、 Melizs、Antras、andHelpmanなどの経済

学者が新貿易理論モデ、ルを修正して、労働生産性と生産要素賦存に基づく同一産業内部の

労働生産性の異質性を持つ企業生産・立地理論を提案した。さらに、企業の輸出、海外直

接投資およびフラグメンテーションアウトソーシングなどの戦略選択行動について、理

論と実証研究が行われている。

その理論により、その先進国と途上国の同一産業内部の中間財貿易の増加が 1990年代

の新たな貿易現象と貿易ノfターンの原因である。すなわち、多国籍企業が途上国と先進国

の同一産業内部で、最終財の生産過程を分割し、その多数の中間財をもっとも効率的な生

産が可能な地域に移転して、グローパルなフラグメンテーションおよびアウトソーシング

が進展し、中間財貿易が急激に拡大される。しかし、それらの研究では、 EUのような経

済要素の対称的な世界諸国を仮定して、世界諸国の労働生産性および経済要素の異質性を

無視し、海外進出際の固定費用の役割を強調すぎて、世界諸国ごと、企業ごとの労働生産

性の異質性が無視されている。東アジア地域における各国ごと、各企業ごとの異質的な労

働生産性および経済要素の差異に着目する研究が望ましい。

本研究の構成について、次のように述べる。第 l章では、世界の主要地域EU、NAFTA

における域内貿易比率の推移と内訳に比較することによって、東アジアの地域経済統合の

現状を明らかにする。その地域経済統合の進展の背景には、フラグメンテーションという

現象を取り上げて考察する。そして、フラグメンテーションと並んで、重要な貿易ノfターン

として産業内貿易の進展を分析する。第2章では、多国籍企業による世界貿易に対する影

響力および世界海外直接投資に対する重要な役割およびいくつかの海外進出の特徴につ

いて分析し、また、多国籍企業のグローパノレ市場に進出行動に対する進出要因・進出形態

と特徴などについて説明し、さらに、なぜ、多国籍企業が特定的な固と地域に進出するか、

その多国籍企業の海外進出および、海外投資行動に関する理論研究進展について、まとめて

レビューする。第 3章では、アウトソーシングの影響について新たな視点を提供すること

により、企業がフ。ロダクト革新とプロセス革新をそれぞれするときに、モデルを構築し、

国際的なアウトソーシングの急増がどのように自国の企業のR&Dのボリュームと構成を

変化させることを明示的に考察する。第 4章では、東アジアの経済統合の展望について、

東アジアが目指すべき統合を明示的にし、それでは、具体的にどうすればよいのであろう

か、すなわち、東アジアの経済統合にはどのような要素、プログラムが必要なのであろう

かを考える。第 5章「おわりに」で、本稿の結論を提示する。
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第 1章 東アジア地域経済統合とフラグメンテーション

1.1 東アジアにおける域内貿易の拡大

東アジアでは、 1993年にAFTAが発足し、 2000年代に入ってからは日本・シンガFポーノレ

新時代経済連携協定の発効を皮切りに数多くのFTAが締結・発効されてきた。しかし、東

アジア地域全体をlつの枠組みで、カバーするような広域FTAは実現していないが、東アジ

アの貿易における域内貿易の割合は1990年代以降上昇し、財貿易の面でみれば、東アジア

域内各国の結び、っきは非常に強し、ものとなっている。図1.1は、世界の主要地域における

域内貿易比率の推移を表したものである 10 EUにおける域内貿易比率が最も高く、 2009年

時点で63%達しているが、東アジアの同比率は1990年代以後上昇し、2009年時点で49%と、

NAFTAの同比率を11%ポイント上回っている。このように、域内貿易比率でみれば、東

アジア域内各国の経済的な統合度は高く、 EUやNAFTAの「制度的経済統合」に対して、

東アジアは「事実上の経済統合」を達成していると見られている。
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(資料)独立行政法人経済産業研究所 fRIETI-TID20JOJより作成。

図1.1 世界の主要地域における域内貿易比率の推移 (1980-2009年)

しかし、域内貿易の中身を詳しく見ていくと、東アジア域内貿易は、 EUや NAFTAと

は非常に異なる特徴を示している。図1.2は、東アジア域内貿易について、財の種類別に

内訳をみたものである。この図から、東アジアの域内貿易の過半が部品と加工品で占めら

れており、 2009年時点における域内貿易比率 49.2%のうち、加工品と部品がそれぞれ約

16%ずつを占めていることがわかる。また、域内貿易比率の上昇は、主に部品の域内貿易

の増加によるものである。紙幅の節約から図は省略するが、域内貿易される部品の大部分

が電気機械に分類される品目で、電気機械部品の域内貿易の進展が東アジア域内貿易の拡

1域内貿易比率は、(域内輸出額+域内輸入額)を(対世界輸出額+対世界輸入額)で割って算出している。
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大をもたらしたといえる九 一方、図1.2と同様な図を EU27ヵ固と NAFTAについても描

いてみよう(図1.3)0EUや NAFTAにおいても、部品や資本財といった最終財が占める割

合が高く、東アジアほど域内貿易が中間財に偏っているようには見えない。このように、

東アジアでは、加工品や部品といった中間財貿易を中心に域内貿易が拡大し、「事実上の

統合Jが進展した。しかし、最終財の大部分はNAFTAや EU地域に輸出され、域外市場

への依存度が高い。
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(資料)独立行政法人経済産業研究所 rRIETI-TID2010Jより作成。

図1.2 東アジアにおける域内貿易比率の内訳(生産工程別)
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(資料)独立行政法人経済産業研究所 rRIETI-TID2010J より作成。

EU、NAFTAにおける域内貿易比率の内訳(生産工程別)図1.3
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1.2 フラグメンテーション

1.2.1 東アジアにおけるフラグメンテーションの拡大

東アジアの域内貿易は中間財に偏って進展し、消費財については域外からの輸入、域外

への輸出に依存する度合いが高いことを示したが、このような形で「事実上の経済統合」

が形成された背景には、フラグメンテーションと呼ばれる現象の拡大がある。フラグメン

テーション(合agment出on、分断化)とは、もともとー箇所で行われていた生産活動を複数

の生産ブロックに分解し、それぞれの活動に適した立地条件のところに分散地させること

である(図1.4)。

フラグメンテーション前

=二>1 大工場

フラグメンテーション後

一一一一一--t砂

PB: 生産ブ、ロック

SL:サービス・リンク

図1.4フラグメンテーションの模式図

東アジア域内では、フラグメンテーションによって域内各国でさまざまな部品が生産さ

れ、さらに中国など労働コストの安い国に域内各国から部品が集められ、組み立てられて、

最終財として域内・外へ輸出される。一方、近年の東アジア諸国における国際貿易の特徴

と言えば、多国籍企業による国際間の中間財・生産工程の分業サービスの取引が多数国に

渡って国際的な生産ネットワークの形式で行われていることである。そのような特徴は、

貿易に占める産業内貿易の深化と企業内取引の拡大によって、説明することができる。近

年では、国際間の財・サービスを行う経済主体である多国籍企業は東アジア地域の諸国に

おいて、国際的な工程分業の生産ネットワークを構築して、国際貿易の中で中間財の貿易

量を急激に増大させている。

多国籍企業の生産活動の国際化に伴い、かつて一国のみで、統括生産されていたのに対し

て、モジュール化された中間生産段階がさまざまな形で分解されている。国境を越えたグ

ローパル市場の視点から出発して、その中間段階の生産工程を最適な生産拠点として、東

アジア地域の諸国に生産立地を移している。そのため、東アジア地域において、多国籍企

業の垂直的な生産工程分業により、国際中間財貿易および部品と最終製品財の三角貿易が

拡大されつつある。

このような東アジアの貿易構造を、経済産業省『通商白書 2005年版』では「三角貿易

構造」と呼び、分かりやすく図示している(図1.5)。図1.5の下部におけるフラグメンテー

ションの進展が、中間財の東アジア域内貿易比率を高め、中間財に偏った「事実上の経済

統合」をもたらした。
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(出所)経済産業省『通商白書2005年版』第2-3-10図。

図1.5三角貿易構造の概要

それでは、東アジアでフラグメンテーションが拡大した要因は何だろうか。まず、フラ

グメンテーションのしくみを理論的に説明する。世界の各国は経済発展段階が異なり、圏

内に豊富に存在する労働や資本の量や価格が異なっている。ある国は賃金が高く技能レベ

ルも高い熟練労働者が豊富に存在する一方、賃金が安くて技能レベルも低い単純労働者は

不足していたり、ある国は、国内に豊富な資金を蓄えているため、低い金利でおカネを借

りることができるが、ある国は国内の資金が不足していて、高い金利を支払わなければお

カネを借りることができなかったりする。一方、モノを生産する工程には、研究開発から

原材料、素材の生産、部品の生産、部品の組立、などさまざまな工程がある。研究開発工

程は、技能レベルの高い労働者を必要とし、高度な機能を持った部品や精密な部品の生産

には、熟練労働者や高価な機械設備を必要とする。一方、比較的単純な部品や、部品を組

み立てる工程は、あまり高度な技術を必要とせず、多くの単純労働者を安い賃金で雇うこ

とができれば、安いコストで生産することができる。つまり、フラグメンテーションとは、

各国の生産要素の賦存条件の違いと、各工程の生産要素集約度の違いを考慮して、ある国

に豊富に存在する生産要素を多く使用する工程をその国に配置することによって、生産コ

ストの最小化を実現することといえる。

図1.6に、フラグメンテーションのしくみを示すが、この図では、最初に熟練労働や資

本集約的な中間財が A国で生産され、それが B国に輸出されて、 B国において他の中間

財と一緒に組み立てられて最終財が生産されている。さらに、B国で生産された最終財は、

B国内で販売されるだけではなく、A国に再輸出されたり、あるいは第3国に輸出される。

ここで、A国は熟練労働や資本が豊富な園、B国は単純労働が豊富な国、と想定している。

フラグメンテーションが起こる前は、A国内で中間財の生産から最終財の生産まで行われ

て、 B国や第3国に輸出されていただろう。しかし、フラグメンテーション後には、組立

工程や単純労働集約的な中間財の生産工程を切り離し、それらを単純労働が豊富で賃金の

安い B 国に配置することによって、生産コストの削減を実現している。フラグメンテー

ション前では、 A固から B国への中間財輸出はなかったが、フラグメンテーション後に

は、中間財が発生し、それ以前には計上されなかった A国から B国への中間財の輸出、

B固から A国あるいは第 3国への最終財の輸出が、新たに貿易統計に計上されることに
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なる。このように、近年の貿易量が非線形的に増加するとしづ現象は、フラグメンテーシ

ョンが進展することと密接に関連していると考えることができる。

A国

貿易統計

|資本ドノ十¥熟同 |

百三三三三I~，三ff: 四;

B国

貿易統計

A国・第3国

(出所)若杉隆平 (2003)。

図1.6 フラグメンテーションのしくみ

東アジアでは、熟練労働や資本が豊富な日本や韓国、台湾などが、図1.6のA国の役割

を担い、単純労働が豊富な中固などが B国の役割を担うことによって、フラグメンテー

ションが拡大した。では、フラグメンテーションが欧州や北米に比べて東アジアで顕著に

進展した背景にはどのような要因があったのか。まず、東アジアは、欧州諸国や北米地域

と比べて、地域各国の所得水準の差が大きく、生産要素の賦存条件が異なる、多様な国に

よって構成されている。そのため、生産要素集約度の異なる工程を各国の生産要素賦存条

件にしたがって配置するようなフラグメンテーションによって、大幅なコスト削減が可能

である。もう lつ重要な概念が、「サービス・リンク・コスわである。これは、 生産工

程を接続するコストのことをしづ。たとえば、工程と工程の間で技術的な情報や生産・発

注数量、納期など、さまざまな情報を交換する必要があるが、情報通信費用もサービス・

リンク・コストに含まれる。また、工程間で技術者が行き来したり、中間製品を輸送した

りするための輸送費用もある。さらに、貿易には関税がかかったり、通関のための手続き

に時間や費用がかかったりするが、これらの制度面に関わる費用もサービス・リンク・コ

ストである。1990年代には、情報技術革命(lT革命)などによって、情報通信や輸送費用

は劇的に低下し、また自由貿易の進展によって制度面での費用も大きく低下した。東アジ

ア各国政府も、多国籍企業の生産拠点を誘致して、フラグメンテーションの進展を後押し

すべく、中間財の関税を積極的に引き下げてきた。こうして東アジアにおける「サービス・

リンク・コスト」が大幅に低下した。また、フラグメンテーションは、工程を分割しやす

い、加工組立型の産業で起こりやすく、さらに、各部品が小さく軽量な電気機械産業はフ
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ラグメンテーションに向いている産業といえる。1980年代以降、日本や欧米、さらには

韓国や台湾の機械メーカーなどの製造業企業が数多く ASEAN諸国や中国に進出し、生産

工程の一部を担った。また、サービス・リンク・コストの低下により生産工程が分断され、

製品内の分業が生じると、中間財に関する世界市場が出現する。企業内でのみ行われてき

た中間財の供給がオープンな世界市場において需要されることになる。この結果、その中

間財の生産に関して規模の経済が実現され、生産コストが低下してゆく。このことは、例

えば、自動車のエンジン、パソコンの液晶デ、イスプレーなどを想定すると分かりやすい。

つまり、製品内分業の進展に伴い実現される規模経済性が、フラグメンテーションを一層

促進させる効果を有する。以上のような要因により、東アジアでフラグメンテーションが

顕著に拡大した。

1.2.2 フラグメンテーションと中間財の需給

ここで、フラグメンテーションによって分断された生産工程に投入される中間財がどの

地域に立地するプラントから需要されるか、また、そのとき需要と供給の均衡はどのよう

に決定されるかを Chen、Qiu and Tan (2001)をもとに部分均衡分析の枠組みで考えて

みたい。以下では最終財(例えば、繊維製品)を生産する日本企業が中間財(例えば、綿

糸)を調達するケースを念頭に置いて考えよう。

日本企業が中間財を国内企業から調達する場合、すなわち、国内で中間財を供給する企

業が存在するケースから出発する。中間財は国内の生産要素(労働 (1)のみと仮定する)

を投入することにより生産され、生産量は一定の技術的関係を示す生産関数 (βJi)の

下で決定されると仮定する。この場合、企業は中間財の市場価格、投入する生産要素の価

格(ここでは労働賃金)を所与として、利潤を最大化するように中間財の生産量を決定す

る。こうした圏内企業の利潤(7r)は、国内の中間財の市場価格 (p)、その供給量 (x)、

労働コスト、固定費用 (c)によって表される。ここで、は国内の労働賃金をニュメレール

財と考える。

x=βJ 、、，，，
唱

i• 
噌

'
A

J

，，‘、

π=psJI-wl-c (1. 2) 

次に、中間財を外国から調達することを想定しよう。外国企業による中間財生産は、圏

内企業と異なる生産性を表す生産関数(bβJF)の下で生産されると仮定する。外国企業の

利潤(が)は、中間財の市場価格、その供給量 (xホ)、外国における労働コスト (wり、

外国におけるプラントの固定費用 (cりから求められる。この場合、国境を超えて中間

財価格はその分だけ低下することになる。ここでは、そうした費用を自国の関税 (t) に

よって代表させることにしよう。この費用は外国で生産される中間財を国内の生産工程に

投入することに伴って生じるサービス・リンク・コストと理解することができる。

x' = bβJF (1. 3) 
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ピ=pbpJFJH
一一
(1 +t) 

次に、国内の企業が海外子会社を設立し、そこで生産される中間財を国内の最終財生産

工程に投入する場合を考えよう。この場合には、海外子会社は自国内の生産技術を基にし

(1. 4) 

て海外生産を行うため、海外子会社の生産技術 (eβJF)は外国企業の中間財生産にお
いて採用される生産技術よりも高い効率性を発揮すると仮定する。また、外国企業の生産

する中間財を投入する場合と同様、国境を越えて中間財を取引することに伴い、関税や輸

送費用などの何らかの障壁があれば中間財価格はその分だけ低下することになる。ここで

は、草した費用を自国の関税(t)によって代表させることにしよう。

x料 =eβJF (1. 5) 

7r** = pbβJ石川*
一一
(1 +t) 

それぞれの企業が生産する中間財は同一の質を有していると仮定すると、自国市場におい

て決定される価格は共通である。このとき中間財の総供給は以下のように表される。

X sCp) = x(p) + X * (p ) + X紳 (p) (1. 7) 

(1. 6) 

各企業の中間財の供給量は、それぞれの企業の利潤最大化条件を満たすように決定され

る。すなわち、労働賃金、サービス・リンク・コスト、中間財の市場価格により決定され

る。ただし、労働賃金は労働市場において決定され、サービス・リンク・コストは制度的

要因によって決定されると考え、両者は外生変数と考えることができる。他方、中間財の

市場価格は中間財の需要と供給の均衡条件によって内生的に決定される。そして、中間財

の需要は最終財の生産によって影響される。

ここで最終財 (y)は、一定の生産関数の下で中間財 (x) と資本財 (k)の両方を投
入することによって生産されると考えよう。最終財を生産する企業は、所与の最終財価格

( q )と資本財価格付)の下で利潤(日)を最大化するように、最終財の供給量、中

間財・資本財投入量を決定する。これは、以下のように表される。

y=f(x，k)=xdkl-α (1. 8) 

日=qf(x，k)-px-rk (1. 9) 

ks=ν(r -r 0) (1. 10) 

なお、資本財の供給財関数は利子率の関数と仮定しよう。

以上から、中間財の需給均衡は、中間財を生産する生産技術の効率性、固定費用、賃金

率、国際間で取引を行うときのサービス・リンク・コスト、最終財の価格、資本財の供給

に伴うパラメータによって表されることになる。

XD= XD(p，q，v，r，rO) 、、，，，
'
E
A
 

咽

E
A-

咽

E
A
，，目、、

Xs = XS(p，βラb，eJ，c¥cぺwV) (1. 12) 
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χD-XS (1. 13) 

x=x(β，b，e， c，C .，C ..， W .，t， q， v， r， r 0) 
(1. 14) 

ここで、生産技術の効率性、固定費用、国際性で取引を行うときのサービス・リンク・

コストに注目しておきたい。中間財の供給関数と最終財の需要から導出される中間財の需

要関数が均衡する中間財生産量は、これらのパラメータによって決定される。また、中間

財の価格は内生的に決定されるため、どの企業が供給主体となるかがあわせて決定される。

この関係を図1.7によって示すことができる。

p 

P2 

P1 

図l.7 中間財の需給均衡

1.2.3 サービス・リンク・コストの低下の効果

中総燃-(x)

ここまでにも述べたように、サービス・リンク・コストの低下がフラグメンテーション

を拡大させるにあたって最重要の課題となってくる。近年のグローバリゼーションの進展

より通信費用が劇的に低下した。それがサービス・リンク・コストの低下につながり、東

アジアでの国際分業ネットワーク(フラグメンテーション)の進展につながっているので

ある。

サービス・リンク・コストの低下がどのようにフラグメンテーションに影響し、どのよ

うな効果が得られるのかを以下で考えてみる。

-生産ブロック間(inter-block)で、の効果
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総費

TC(l) 

一一一一一一一一---T-伐3')

。
産出量

図1.8 フラグメンテーションとサービスリ ンクコス ト

図1.8はサービス・リンク・コストの低下がブロック間(inter-block)に与える影響を例示

したものである。

サービス・リンク・コストとフラグメンテーションとの関係を理論的に説明した経済モ

デルとして、若杉 (2003)及び]ones and Kierzkowski (2001)の中で示されているモデ

ルを紹介したい。 qはある財の生産量、 8(i)は分散立地した生産ブロ ックの間を結ぶサ

ービス・リンク・コストを表すとして、ある財を生産する際の総費用関数 TCi(q)を以

下のように表す。

TCi(q)=VCixq+S(i) (1. 15) 

総費用関数は、固定的なサービス・リンク・コスト (S(i))と生産に伴う可変費用部分(VCixq)

によって決定されると仮定する。生産に伴う限界費用は一定であるが、生産ブロックの立

地条件によってそのレベルは変化すると考える。 これは例えば国内の都市よりも地方、そ

して海外のほうが安価な労働力が得られることを仮定している。 i=1のとき、この財は l

つの工場で一貫生産されていると して、サービス・リ ンク ・コス トは発生しない。すなわ

ち 8(1)=0である。同様に i=2の時に生産ブロックは国内の地理的に離れた地域に、 1=

3の時に生産ブロックは海外に分散立地しているとする。固定的なサービス・リンク・コ

ストは 8(2)<8(3)の関係があり、限界費用は VCl>VC2>VC3であることを仮定すると、

フラグメンテーションが進展するにつれて、限界費用は小さくなる一方でサービス ・リン

ク・コス トは増加すると考える。ここで縦軸に生産量、横軸に総費用をとったグラフ軸に

よって、上の総費用関数を図1.8で考察する。 このグラフから、どのような生産ブロック

を形成して生産するかの選択は生産量によって変化していくことが読み取れる。つま り、

生産量が少ない場合には国内一箇所のみの一貫生産が一番総費用を抑えるこ とができる

が、生産量の増加に従ってサービス ・リンク ・コス トによる費用増大よ りも生産ブロ ック

の分散による限界費用低下の方が上回り、フラグメンテーションの効果が現れるよ うにな

る。

一方で、へクシャー・オリーン定理ではある二国二財二生産要素モデ、ルにおいての比較

優位に基づく生産について考察され、これはそれぞれの財が既に出来上がった財として捉

え、 完成した財同士での比較優位による取引を示す。フラグメ ンテーションとはこのへク
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シャー・オリーン定理における取引される財を、 lつの製品の各部品として捉えることに

よって考えられるものである。東アジアでは各国家聞における賃金率や技術レベル等の生

産要素の格差が大きく、それを活用することにより活発なフラグメンテーションが可能に

なる。へクシャー・オリーンの比較優位の考え方に基づいて生産することで貿易量が増え

ると生産性が高まる。生産性が高まるということは総費用関数の傾きが低下することが言

えるので、図1.8において、単独生産が行われていた直線 TC(l)からフラグメンテーシヨ

ンが行われている直線TC(2)へのシフトが生じる。これにより、へクシャー・オリーンの

定理の考え方がフラグメンテーションの効率性向上に適応されることが見てとれる。

さらに、すでに述べたように、異なる生産ブロックをつなげる際に生じるサービス・リ

ンク・コストは輸送手段・情報通信手段における技術革新の進展によって低下する。この

ことは図の固定的な S(i)を下方に押し下げることを意味し、すなわちフラグメンテーショ

ンが起きている場合の総費用が低下することとなる。結果として比較的生産量が少ない産

業、企業においても生産拠点のフラグメンテーションを進めることによって総費用を低下

させることができるようになる。このように、サービス・リンク・コストが低下すればす

るほど、限界費用の安い地域(日本を例にとると、労働力の安いアジア諸国)に生産拠点

を設け生産工程を分割して行うフラグメンテーションが行われるようになる。つまり近年

のグローパル化に起因するサービス・リンク・コストの低下が東アジアでの徴密な生産ネ

ットワークの形成に貢献しているといえる。

。生産ブロック内(intra-block)で、の効果

総費用

S (3) 

S (3' 

S (2) 

。
Q"Q' Q 産出量

TC(3) 

TC(3') 

TC(3") 

図1.9 フラグメンテーションとサービスリンク コスト

図 1.9はサービス ・リンク・コストの低下がブロック内に与える影響を例示したもので

ある。

これまでのフラグメンテーション理論の研究では、サービス・リンク・コス トの低下が

もたらす効果としては図1.8で示したようなブロック聞を結ぶコストとしての効果

(inter-block効果)について考えられてきた。これに対して、サービス・リ ンク ・コストの

低下がもたらす別の可能性、すなわち、ブロック内で、の生産性の改善(intra-block効果)に
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ついて考える。

サービス・リンク・コストの低下には、前述の通りサービス・リンク・コストの構成要

素である通信費用の低下が大きく貢献している。ここで、サービス・リンク・コストを通

信費と考えたとき、サービス・リンク・コストはブロック内で可変費用としての性質(生

産性に関わるもの)を備えたものであると考えられる。フラグメントされた生産拠点の中

で、インターネットなどの情報通信を重用する(情報集約的な)生産拠点があるが、通信費

用の低下によりこの部門での生産性が飛躍的に高まる可能性が考えられる。これをサービ

ス・リンク・コストの低下による intra-block効果とする。近年の世界的な情報化の進展に

より、企業の生産活動の中でこのような情報集約的部門の重要性が高まっており、この部

門での生産性の向上は、全体の生産性の向上につながると考えられる。つまり、 intra-

block効果により全体での生産が高まるということができる。この効果は図1.9の TC(3")

で表される。 TC(σ3)から TC(σ3γ

TC(σ3"ヲ)への変化は intra-block効果によるものでで、ある。この 2つの変化は共にサービス・リ

ンク・コストの低下によりもたらされるものとして同時並行的に生じるものである。

TC(3")への変化によりフラグメンテーションによって生産すべき生産量が Q"にまで低下

し、従来考えられていた生産量(Q')よりも低い生産量でのフラグメンテーション生産の可

能性が考えられる。

く)intra-block効果について
intra-block効果については以下のように考える。

y~[喜 (X;)θrθ (1. 16) 

フラグメントされた生産ブロックの内、情報集約的部門での生産関数を(1.16)で表せる

と仮定する。ここで、 Yはブロック内での生産量、 Xiは第 i番目のサービス供給である

とする。この式が意味するところはXtの数が増えれば増えるほど生産性が高まることに

なるということであるつまり供給されるサービスのバラエティが増えれば情報集約的部

門での生産性が高まる。 。は個々のサービスの差別化の度合いを表すノ号ラメータであり、

個々のサービスの差別化の度合いが高い情報集約部門では Oの値が小さく (0<e < 1の
範囲で)、バラエティの増加が生産性にもたらす効果は大きいと考えられる。

サービス・リンク・コストの低下によってコストの低下分だけ、使用可能なサービスが

増加することでこのことが実現されると考えられる。

1.3 フラグメンテーションと産業内貿易

生産工程のフラグメンテーションが進展することは、いくつかの点で貿易量を拡大する

要因となる。第 lは部品・中間財の国際間での取引の増加である。第2は、規模の経済性

の実現による貿易量の拡大である。モジュール化した生産工程は、多くの場合、規模の経

済性を実現する。その結果、それぞれの生産工程において生み出される部品・中間財は、

国際市場において、より多くの需要先との問で取引されることになる。これまで特定の取

引相手としか取引されなかった部品・中間財が、国際市場で取引されることによって、貿

易量が大幅に増加する。生産工程のフラグメンテーションに伴って増加する部品・中間財

の取引は、同一産業に属する財の貿易であるため、これらの取引は産業内貿易と定義され
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る。

フラグメンテーションと並んで、重要な貿易パターンとして、産業内貿易の進展が挙げら

れる。産業内貿易とは、ある二国間で同一の貿易品目分類に属する財が双方向に貿易され

ること(輸出されると同時に輸入もされる)をいい、世界貿易の大きな部分が産業内貿易

であるとされている。ただし、ある特定の財の貿易が産業内貿易かどうかは、どこまで詳

細な品目分類を採用するかに依存する。しかし、品目分類で6桁ないし 8桁といった、か

なり細かい分類でみても、無視できない規模の産業内貿易が観察され、貿易自 由化の進展

にともなって産業内貿易の重要性も増してきていることが指摘されている (Eggeret al. 

2008など)。貿易自由化は、各国が比較優位のある産業の生産に特化することを促すため、

異なる産業に属する財を互いに貿易しあう産業間貿易を増加させることが予想される。

しかし、同種の財でも製品差別化された財を各国が互いに貿易しあうことが増える場合、

これは産業内貿易の増加となる。例えば、同一貿易分類に属する商品であっても質の差異

が存在する場合には、要素投入比率が異なる可能性がある。もし、日本のような先進国が

資本集約的な「高級品」を輸出し、途上国から非熟練労働集約的な「低級品」を輸入する

場合には、貿易自由化によって、各国は自国に比較優位がある 「高級品」または「低級品」

への生産特化が進み、その結果、同一産業に属する財の貿易(=産業内貿易)が増加する

ことになる。このような、貿易される財に質の違いが存在する産業内貿易を、「垂直的J

産業内貿易 (VerticalIntra-Industry Trade : VIIT)と呼んでいる。一方、品質は変わらな

いが、デザインや機能など商品特性が異なる同種の財を互いに貿易しあうような場合の産

業内貿易を「水平的」産業内貿易 (HorizontalIntra -IndustηTrade : HIIT)と呼ぶ。貿

易自由化により貿易コストが下がれば、ある特性をもっ商品を一方の国で集中的に生産し、

別の特性を持つ商品をもう一方の国で集中的に生産することによって、両国で規模の経済

を実現し、生産コストを削減するコストが可能になる。そのため、貿易自由化は VIITと

HIITをともに増加させることが予想される。

すでに述べたように、東アジアは生産要素の賦存条件が異なる、多様な国によって構成

されているため、 vnTの増加が予想される。フラグメンテーションにおいて、同種の部

品でも生産要素集約度の異なる部品の生産を異なる国に配置すれば、それは、 vnTの増

加につながることになる。 一方、異なる品質であるが同種の完成品の貿易が増えることも

vnTの増加となる。しかし、生産要素の賦存条件や消費者の所得水準が似通っている国

どうしては、質に違いはないが色や形、機能などが異なる同種の財をお互いに貿易しあう、

HIITが増加する可能性がある。実際、東アジアと欧州連合について、 VIlTとHrrTのパタ

ーンを比較したFukaoet al.(2003)によれば、欧州連合では比較的HIlTの割合が大きく、

産業内貿易はほとんどの産業で広範に観察されるのに対して、東アジアではHUTが極め

て少なく vnTの方が大きい上、産業内貿易が顕著に見られるのは電気機械および一般・

精密機械といったごく一部の産業で、あった。さらに、 1990年代半ば以降、東アジアにお

いてはVIITが大幅に増加してきている。その理由として、この研究によると、当該地域

における多国籍企業の活動の活発化が挙げられる。このように、東アジアの貿易パターン

の特徴として、フラグメンテーションやVUTの重要性が挙げられるが、このような貿易

パターンは、各国の生産要素賦存条件の差を考慮して域内各国に生産拠点を配置する多国

籍企業の活動と密接に関連しているのである。

14 



第2章多国籍企業の国際生産工程分業

2.1 多国籍企業と国際貿易

多国籍企業の発展は現代のグローパル経済における非常に重要な特徴である。多国籍企

業はグローパル市場における商品・生産・技術・市場進出などの経済活動をできるだけモ

ジュール化にし、標準化して、自由化および共通化を目指して、世界の単一の経済市場・

資本主義市場の統合に目指す企業形態である。多国籍企業の世界市場の参入により、グロ

ーパル経済の構造と機能が根本的な変化を起されている。それらの巨大的な企業によるグ

ローパル経済市場に対する経営戦略が国際貿易・地域経済統合・産業立地・地域の活性化

および人口・資本・知識・情報のフローなどの社会経済活動の主な影響要因になる。

現代の国際貿易の中で、地域経済の統合、海外進出および海外投資自由化の進展、情報

技術の進展、輸送費用の低減および世界各地域の貿易協定の達成などにより、多国籍企業

の生産・販売および研究開発の事業活動は一国だけではなくて、グローパノレ範囲で事業活

動の最適な立地を選択し配置することができるようになる。多国籍企業の国際生産工程分

業の進展により、生産される商品がモジュール化に生産で、きるため、製品生産に必要な中

間財と部品の生産が先進国と途上国における最適な生産拠点において生産できる。そして、

その垂直的な生産工程分業を通じて、すべてのモジュール化される中間財と部品がアセン

ブリを通じて、最終製品に完成させる。 1990年代に入ると、先進国間の同一産業内部の

貿易が増加する一方で、先進国と途上国の間貿易額と貿易量が再び拡大する。その新たな

拡大しつつある世界貿易の中身を考察すると、生産要素集約度が異なる中間財・部品の貿

易が大きな貿易シェアを占めていることがわかる。そういう貿易成長のエンジンは、多国

籍企業のグローパル市場における生産活動の配置である。そのさまざまな中間財およびア

センブリ作業の生産立地が異なる国家にあるので、多国籍企業の中間財生産・調達により、

近年の先進国と途上国の国際貿易が拡大している。

“世界工場"と呼ばれる中国においても、近年では、数多くの多国籍企業が積極的に進

出されて、中国の国際貿易の急激的な増加に関して、より重要な影響を与える。世界貿易

の統計によると、最近の 20年では、世界貿易における中国の国際貿易の輸入と輸出両方

の世界貿易、ンェアが急に増大されている。しかし、中国の国際貿易の急速な増加は中国自

国の企業の国際市場に積極的に進出による原因とはいえない。その急速増加される国際貿

易は多国籍企業による中国に設置されるアセンブリ工場から世界市場に輸出すること、お

よび世界各国から中国における多国籍企業のアセンブリ工場へ中間財と部品を輸入する

ことにより、中国の輸入と輸出の世界国際貿易シェアが素早く増加させている。その中国

における貿易成長の中で、多国籍企業の重要な影響および役割が図 2.1に表される。図2.1

においては、 1996年から、 2006年までの十年間では、多国籍企業による中国の輸出シェ

アには40%台から 60%台近いまで、大幅に増加されていることがわかる。
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(出所)world investment report 2008。

図2.1 中国における外資企業の輸出額とシェア推移

2.2 多国籍企業の海外進出の形式

2.2.1 直接投資
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近年では、世界貿易量と貿易額が世界経済発展の規模を大幅に上回って、拡大されてい

ることが注目されているが、世界において直接投資の急増がその世界貿易量をさらに上回

っている。 UNCTADおよひ(WorldBankの統計データによると、直接投資の増加率は世界

経済の増加率の七倍であり、世界貿易輸出の増加率の三倍を遥かに上回る。その直接投資

を行う経済主体は先進国から発達された多国籍企業である。

多国籍企業の直接投資は本社と支社あるいは工場の関係により、水平的な直接投資と垂

直的な直接投資という 二つのタイプが存じる。水平的な直接投資というのは、投資固と投

資受入国の生産性水準・生産要素価格の差異が小さいけれども、貿易される財・サービス

の輸送費用、貿易費用あるいは貿易障壁が非常に高い場合では、多国籍企業が多国の消費

者に向いて閉じ財・サービスを生産・提供する必要する時は常に発生される。一方、垂直

的な直接投資というのは投資固と投資受入国の生産性水準・生産要素価格の差異が大きい

けれども、貿易される財・サービスの輸送費用、貿易費用あるいは貿易障壁が低い場合で

は、多国籍企業は多国の聞における財・サービスの最適な生産過程を追求して、その財の

生産過程をいくつかの部分に分けて、モジュール化して、分業生産可能になる直接投資パ

ターンである。

先進国と途上国における直接投資のパターンから見ると、先進国で行われる直接投資は

水平的な直接投資のほうが多いであり、 一方、途上国で行われる直接投資は垂直的な直接

投資のほうが多く見られる。特に、近年では東アジアで行われる多国籍企業の海外進出行

動は垂直的な直接投資の代表的な地域と見なされる。多国籍企業はさまざまの生産要素投

入比率を要求される財の製造生産工程を多数のモジュール化可能の中間財の生産過程に

分けて、各モジュール化できる中間財および最終財の組み立ての生産過程を多数国・地域
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において、最適な生産ネットワークを構築しておる。こうしづ垂直的な直接投資を行われ

る多国籍企業にとって、最適な生産ネットワークの配置行動の決定メカニズ、ムについて、

および外部のさまざまな経済要因にどのように影響が受けられるかなどの問題に対して、

現在の国際貿易研究のテーマとして研究されている。

2.2.2 アウトソーシング

1990年代から、アウトソーシングPの時代がついに来ると多くの学者によって提唱されて

いる。多国籍企業による生産・流通・貿易のネットワークが形成されて、世界範囲におい

て、多国籍企業の国際産業の分業化がどんどん展開されている。ポーターをはじめ多くの

学者が価値連鎖 (YalueChain) と呼ばれる企業の一連の経営・生産活動の一部を企業外に

アウトソーシングし、国際戦略経営提携などの形式によって、産業内部の企業問レベルの

中間財・部品・サービスなどの貿易ネットワークを展開しつつある。とくに、近年の物流

産業におけるシステムの導入により、財の国際調達をより高効率的に低コストで満足でき

るロジスティクスマネジメントを素早く進展している。それに依存して、多国籍企業が一

部の相対的に低効率な事業と生産工程を転売して、その企業の運営する際の業務需要を満

たすために、外部のより高効率で低コストで提供できる専門企業にアウトソーシングする。

多国籍企業の直接投資と技術転移によって、近年の世界の国際貿易量を拡大させて、国

際的な生産工程分業および世界市場へ向ける流通・販売を促進する。生産工程の分業の進

展にしたがって、企業が最終財を生産するために、どのようなものでもアウトソーシング

できるまでに進んでいる。市場調査・研究開発・デザイン・中間財の生産・最終財のアセ

ンブリおよびアフターサービスなどでも、アウトソーシングの専門企業が進展している。

なぜ、多くの企業はアウトソーシングを行うか。図2.2では、企業が業務をアウトソー

シングする主な要因がまとめである。その調査によると、さまざまの影響要因が表しであ

るけれども、一番重要な影響要因は生産コストの削減と市場競争力の強化などの要因であ

る。すなわち、企業のある業務の需要を満足すること対して、その業務にとって、より効

率性高い・より専門的な競争力を持つ企業にアウトソーシングすれば、企業の業務要求に

対して、より高水準で、対応で、きる。そして、アウトソーシング実施する企業は企業の核心

的な競争力だけに着目して、企業の競争優位性を発展させる。
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出所:Gusta Gusta van Gessel-Dabekaussen、MarkVancauteren : Employment effects ofInternational sourcing 

in the Netherlands、StatisticsNetherlands、20080

図2.2 海外アウトソーシンク、、のモチベーション
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2.2.3 フラグメンテーション

フラグメンテーションとは、もともとlつの生産場所で、行われる最終財の統合的な生産

活動をモジュール化されて、いくつかの生産ブロークに分けて、それぞれの中間段階的な

生産活動をその生産ブロックにとって、距離離れの最適な生産拠点に配置されて、分散立

地させることである。もともと、一箇所で生産する場合の生産規模経済性および分散生産

される際の中間財の調達費用が存在するため、分散生産の便益が見えないけれども、近年

における国際輸送費用の激減および地域経済統合の進展により、多国籍が労働賃金低い途

上国にも海外進出できるようになった。それらの国際輸送費用および現地の労働生産性・

賃金条件および政治の安定性などの影響要素を基づいて、多国籍企業が労働力集約型、自

然資源集約型のさまざまな中間財と部品およびアセンブリ作業などの生産活動を途上国

に転移して、フラグメンテーション生産の便益が現されている。その国際生産工程の分業

および生産過程のフラグメンテーション進展は図2.3のように表されている。

多聞織ま左翼主的本館

く勝股〉

(出所)若杉隆平 (2009)~国際経済学(第三版)j 岩波書庄、

図2.3 国際生産工程の分業とフラグメンテーション

1990年代から、多くの研究者により、関税および輸送費用の低下によって、財の生産工

程がフラグメンテーション可能になり、世界範囲において、最適化なモジュール化中間財

が分散化生産可能になり、同一産業内部の中間財と最終財の貿易量が劇的に拡大して、そ

の地域の成長率と所得増加率よりも国際貿易の増加がはるかに拡大されている。近年にお

ける世界の貿易量の拡大について、国際工程分業の進展がフラグメンテーションおよびア

ウトソーシング生産が原因である。

2.3 垂直型直接投資とフラグメンテーション

垂直型直接投資は生産工程を分割し、豊富な生産要素を集約的に利用する生産工程への

特化によって、本国と子会社の立地する固との間で生産工程の分業を通じた効率的な生産

を実現するタイプの直接投資として特徴づけられる。垂直型直接投資は、本国で生産され

輸出される財と現地生産される財とは補完的関係を有し、両財の生産要素投入比率が異な

る場合、すなわち、生産要素価格に差異が存在する地域間で生産工程の国際的フラグメン
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テーションが進展する場合に発生すると考えられる。

こうした垂直型直接投資に関する決定要因や、それがもたらす資源配分上の効率性に関

する分析は、 Helpman(1984、1985)、Helpmanand Krugman(1985)、Yeaple(2003)などにより

なされている。垂直型の直接投資では、生産要素価格に格差が存在する 2国間での生産工

程の国際分業を通じて、 1国内で生産・輸出する場合に比較して、生産要素価格の低い国

において現地生産することにより生産費用の節約を期待することができる。また生産工程

の国際的フラグメンテーションの結果、プラントのレベルで、の生産規模がかえって拡大し、

規模の経済性を実現する可能性がある。他方、それに伴う追加的費用としては、国際的な

生産のフラグメンテーションにより生じた生産工程聞を部品・中間財が移動することから

生じる輸送費用をあげることができる。貿易制限が存在すれば、この費用はさらに高くな

る。また、分散した生産工程を管理し、接続するための管理費が発生する。

このような垂直型直接投資モデ、ルは、 1980年代後半以降の日本から東アジア諸国への

直接投資の急激な増加を説明するのに適していると考えられる。日本企業は、生産要素価

格の格差と生産工程における要素集約度の格差を利用して、生産工程の分割を行い、それ

ぞれの生産工程を最適な立地地域に設置することによって効率的な生産を実現しようと

した。このことは、生産要素価格が変化するにつれて、生産工程を立地する国が変化する

ことを意味する。例えば、 1980年代後半から 1990年代前半にはシンガポール、タイ、マ

レーシアにおいて現地生産のための直接投資が拡大したが、 1990年代後半以降には投資

先はASEAN諸国から中国にシフトした。こうした立地先の変化は、生産のフラグメンテ

ーションを実現する垂直型直接投資の相手国が、生産工程における要素集約価格と生産要

素集約度との最適なマッチによって決定されることを示す証拠でもある。 Dunning(1993) 

は、企業の海外での事業活動を促進する要因として、経営資源の優位性(Ownership

Advantage)、立地条件の優位性(LocationAdvantage)、企業内部組織の優位性(Internalization

Advantage)を挙げている。

2.4 多国籍企業の海外進出の原因

近年では、世界範囲における自由貿易地域協定などの発展により、多国籍企業はより多

くの海外地域へ投資・経営活動を進出可能になる。企業は海外の経営活動を参加する際、

さまざまなインセンティブが存在する。なぜ、企業は海外進出するのか。いろいろな原因

に纏めできるけど、大体で、二つの目的で分けることができる、すなわち、販売市場の拡大

と生産コストの低減である。そして、その二つの目的に基づいて、さまざまな段階的な目

的も存在する。企業は多数の国において、経営・投資活動を行う事を通じて、国際貿易障

碍の回避・生産コストの低減および産業集積の経済規模性と経済外部性の便益などの目的

にまとめできる。

2.4.1 貿易障壁の回避

近年の世界自由貿易が進展しているけど、多くの国においても、自国の産業保護と労働

雇用の確保のために、途上国だけではなくて、先進国でもさまざまの貿易制限措置を実施

している。 1980年代の日本企業がアメリカ・ヨーロッパ各国の日本輸出企業のカレーテレ

ビ・自動車および連関部品・半導体などの工業財をアメリカ・ヨーロッパ諸国へ販売する

とき、貿易措置を制限されて、輸出自主規制・輸入制限などが頻繁的に行われた。それら

の貿易制限を避けるために、日本の輸出企業は直接投資の形で現地工場を作り、最終製品

の現地生産を行うなどの方法で貿易開拓と市場拡大を目指して海外進出していた。

1980年代の日米の貿易協定により、日本の自動車企業が輸出自主規制が実施されて、ア
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メリカ向けの自動車の輸出量が大幅に制限されている。また、ヨーロッパ各国向けの自動

車輸出もサーベイランスの対象になり、事実上の制限が実施されている。そういう貿易ノく

リアが高すぎるために、日本の自動車メーカーがアメリカへ進出して、最終完成車の工

場を建設して、輸入車ではなくて、アメリカ国内の市場現場の日本製自動車として、市場

へ自動車を提供される。最終完成車の輸出制限が実施されるけれども、エンジン・中間財

の部品の貿易が制限されていない。そういうわけで、日本の自動車メーカーがエンジン・

中間部品財を日本からアメリカへ輸出して、アメリカの組み立て工場で最終完成車を完成

させて、市場へ販売する。そういう生産工程の国際分業を通じて、日本の自動車企業はア

メリカ・ヨーロッパへ子会社を設置して、組立工場を建設する。日本の母会社からエンジ

ン・中間財部品をアメリカの子会社へ輸出して、アメリカの子会社の組み立ての工場で最

終完成車を生産する。だから、 1980年代から日米の自動車貿易が日本側の自主輸出規制が

実施されることにより大幅に低減されている。一方、日本自動車企業からアメリカ子会社

へのエンジン・中間財部品の貿易が増加される。そうしづ欧米への海外進出により、日本

企業の国際的な生産工程の分業生産も発展されている。すなわち、日本企業の資本集約

力・技術集約力などの優位性を持つ製品の中間財を輸出し、アメリカ・ヨーロッパ各国の

組立工場を中間財調達して、最終製品を完成させて、現場市場へ販売される。そういう国

際的な生産工程の分業の目的は、輸入制限が実施される欧米諸国の貿易制限に対する対応

策しかないである。

2.4.2 生産コストの削減

近年では、多くの多国籍企業はそれらの途上国へ直接投資と市場参入を行いつつある。

その海外進出の一つ重要な魅力は世界多くの途上国の安価高質的な労働力を雇用できる

ことである。たとえば、 ASEAN諸国と中国・韓国の発展においても、そういう改革開放・

貿易立国政策を実施する途上国が多く存在する。それらの途上国が世界経済システムに積

極的に参入して、多くの多国籍企業を招致する。そして、多国籍企業の海外進出先の変換

も世界の途上国における生産コストと輸送コストなどの費用を総合的に比較して、最適な

海外投資先が選択される。

その多国籍企業の海外で、生産コストの削減により直接投資先の変化については、アメリ

カの多国籍企業の直接投資先の変化を考察すれば分かる。 NAFTAの発足した数年間では、

多くのアメリカの製造業の企業は低労働賃金を持つメキシコへ製造工場を作り、直接投資

を行い、関税ゼロの二国貿易を行う。そういう増加しつつある外国から直接投資と製造工

場の建設にしたがって、メキシコの製造業における労働雇用も増える。アメリカの製造企

業は中間財と部品をアメリカからメキシコの工場へ調達して、メキシコの工場で低賃金の

労働力を雇用して最終財の組み立てを完成させる。そして、その完成財をアメリカ市場へ

販売させる。

しかし、 2000年代に入札もともと、アメリカとメキシコにおける製造業の生産工程の

分業はメキシコより低賃金の労働力を提供できる中国へ転換している。アメリカの多国籍

企業はメキシコの直接投資を一定に留まる。一方、数多くのアメリカ企業は組み立て工場

をメキシコから中国・へ移設していた。その原因は、生産コストがより削減できるわけで

ある。その海外直接投資先の変化要因は中国.ASEANのほうがより低賃金の労働力を安

定的に提供できるわけである。

2.4.3 産業集積と規模経済性

数多くの産業において、生産工程の分業により、外部の企業に発注内容が多くなりつつ
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ある。最終製品を完成するために、数多くの企業から中間財を調達するために、各中間財

の生産企業は距離多く離れれば、生産コストの増加および調達情報の不便利点などのマイ

ナス影響が発生する。そういうわけで、最終製品の組立工場が海外進出することにしたが

って、数多くの中間財生産企業も海外進出も行わなければならない。

そして、最終製品企業の下請け企業は部品調達の柔軟的な対応と輸送費用の低減するた

めに、ほとんど最終製品企業の投資先と同じ地域で工場を建設して、部品の現地調達を行

われる。数多くの最終財企業と部品生産企業の地域集積により、産業クラスターが形成さ

れて、生産の効率性も向上させる。産業クラスターの形成により、生産の規模経済性も増

加されて、より多くの連関企業を招致する。産業クラスターの生産・集積の魅力をさらに

向上させて、より多くの産業連関企業を招致するというプラス循環が出来上がる。

そうし、う産業集積および産業クラスターにより、生産の規模経済性と経済の外部性とい

う便益が起こられるため、産業集積の規模が大きくなればなるほど、産業連関企業に対す

る呼び込む効果も強くなる。より多くの連関企業に地域集積に成り、より多くの経済規模

性および経済外部性が高くなりつつある。

2.4.4 企業の労働生産性と取引費用

最近の研究成果により、企業の労働生産性および貿易の取引費用が多国籍企業の海外進

出行動パターンにも影響を与えられる。そうし、う企業の労働生産性と多国籍企業の海外貿

易投資ノfターンに関しては、新・新貿易理論と呼ばれる研究理論に提唱されて、理論的に

明らかにされてきた。また、企業の労働生産性および取引費用の理論研究成果に対して、

それらの理論分析の現実貿易データを通じて実証研究および統計分析が進んでいる。

新・新貿易理論では、同じ産業内部で、あっても異なる企業は異なる海外進出の形式が存

在する。すなわい、同産業内部において、 一部の企業は海外直接投資を行い、 一部の企業

が輸出を行い、まだ一部の企業は自国市場だけに製品を提供する。そうしづ理論により、

従来の独占的競争市場・収穫逓増の分析フレームワークを使いながら、差別化された企業

行動をとる際では、非常に重要な異質的な生産・貿易行動に関する固定費用の役割を導入

して、異質的な労働生産性を持つ企業の差別化された生産・貿易行動を行うことについて

見事に分析した。すなわち、輸送費用、関税、事業所レベルの固定費用といった市場への

近接立地と生産集中による規模効果の間のトレードオフ問題について説明している。そし

て、企業それぞれの研究開発集約度、資本労働比率、企業ごとに異なる生産性が輸出と海

外生産活動の決定要因であると考えた。彼らの研究成果では図 2.4のようにまとめること

ができる。Brainard(1999)と同様に産業ベースで研究が行われ、結果として、企業の労働

生産性が高まるほど、海外進出のインセンティブが高まりつつあること、すなわち、企業

の労働生産性が高まれば、企業は輸出よりも海外子会社による生産活動を行うことが明ら

かにされた。市場に存在する一番低い労働生産性をもっ企業は海外進出のインセンティブ

がなくなり、自国だけの市場へ消費財を提供する。一番高い労働生産性をもっ企業は海外

直接投資の形式で、海外に工場を作り、異なるビジネス環境の転換などの巨大な海外進出

固定費用を負担できて、現地生産を通じて、消費財を世界へ提供している。
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図2.4 異質な労働生産性による差別化された企業生産行動

2.5 多国籍企業に関する理論研究の進展

多国籍企業の海外進出の進展に従って、それらの多国籍企業の海外進出の原因および海

外進出の選択行動などに関する理論研究も貯蓄されている。それらの理論研究が大まかに

独占優位理論、寡占市場理論、内部化理論、雁行型経済発展論、国際生産サイクル理論、

競争優位理論、新貿易理論および近年から発展されている新・新貿易理論などの理論が提

言されている。

ハイマーをはじめとするハーバード学派により、産業組織論のアプローチから多国籍企

業の海外進出の特徴について説明している。ハイマーによると、多国籍企業は「寡占的産

業構造における独占の優位性」を強調している。そして、多国籍企業の海外進出について、

「投資家は自らの投資の安全性を確保するために、企業全体を支配しようとする。その支

配の動機は競争の排除と事業活動能力の優位性の確保にある」。

また、チャンドラーの研究によれば、多国籍企業が海外進出とともに、グローパル寡占

企業になる。初期の海外進出は国内の経営活動を拡大させるために、市場拡大をめざす市

場販売および流通連関に関する海外直接投資のケースが相対的に多いけれども、生産の垂

直的な統合に従って、海外の現地生産拠点まで発展されている。チャンドラーによれば、

優れた資本・技術集約型の企業はその資本力と技術力の海外転移を通じて、海外の市場に

販売される商品の競争優位性を生み出すと主張している。

国際生産サイクル理論によれば、多国籍企業が海外の生産拠点を通じて、生産技術レベ

ルが低くなる商品をだんだん海外進出先の低生産性と低賃金の労働力を雇用して、現地で

生産される。進出先国で生産される商品を逆輸入して、本社の市場に提供される。多国籍

企業が海外直接投資国の労働力・土地・生産資源などの世界各国の比較優位性を分析して、

海外の最適な生産拠点を構築する。そして、多国籍企業の発展を、生産・販売の統合化に

よる企業経営のリスクを内部化の過程としてモデル化した内部化理論、国際限界産業転移

の動的過程をモデ、ル化した雁行形態モデ、ルが提案されている。
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そして、ポーターは企業・産業および地域・国家の競争力に着目して、企業・産業の競

争優位性を提言している。企業の競争優位性に対して、主として、企業の戦略構造と競合

条件・要素条件・需要条件および支援・連関産業の条件など四つの影響要素が言われてい

る。さらに、外部条件に対して、企業の競争優位性を作り出すため、外部のチャンスと政

府の政策も大きな影響を与えられることが指摘される。

1980年代からの先進国間の国際貿易の急増現象に対して、 Krugman(1980、1991)、

Helpman(l983、1985)、Fujita(l999)等による新貿易理論(NTT、NewTrade Theory)が提言さ

れている。新貿易理論の分野では、独占的競争市場における収穫逓増が働く環境の下で、

多国籍企業の産業内貿易、海外直接投資、国際的アウトソーシング、フラグメンテーショ

ンが進展する過程に関して理論的知見が蓄積された。新貿易理論により、同じような要素

賦存と労働生産性を持つ国家聞における貿易を説明することが可能となった。独占的競争

市場における差別財を提供する企業は、規模の経済性が存在するために、国際貿易により

追加的な利潤を獲得する。家計も多数のメニューの差別財を消費することにより、国際貿

易により厚生を改善できると分析している。

そして、企業レベルデータを用いたこれらの新しい実証研究の成果は、 「代表的企業」

を仮定する従来の伝統的理論や新貿易理論に代わって、産業内における「企業の異質性」

をモデ、ル化する新しい理論の発展を促した。Melitz(2003)は、 Krugman(l980)と同じくDixit

and Stiglitz型の独占的競争モデ、ルを採用しながらも、代表的企業に替えて企業の異質性

を導入することにより、国際貿易が産業の生産性に及ぼす影響を分析することを可能にし

た。

Melitz(2003)のモデ、ノレによって示される貿易利益の存在は、代表的企業を仮定していた

Krugman( 1980)の新貿易理論や伝統的貿易理論が扱ってこなかった新たな点である。生産

性の差異を反映した企業の異質J性を組み込んだ、モデ、ノレにおいては「貿易の自由化あるいは

輸送費の低下によって、生産性の高い外国企業が園内市場に参入する一方で、生産性の低

い国内企業は退出を迫られ、そのために産業の平均生産性が上昇するJことが導かれる。

そして、 Melitzモデルは、様々な方向に拡張されてきている。まず、 Helpman、Melitz、

and Yeaple(2004)は、輸出に加えて水平的な FDIを扱っている。また、 Antras and 

Helpman(2004 )は Antras(2003)による不完備契約理論の貿易理論への適用を Melitzモデル

に取り入れることにより、 FDIとアウトソーシングを含む企業の多様な国際化モードを

モデル化している。こうした、Melitz以降の企業と国際貿易に関する理論の進展の詳細は、

Helpman(2006)で、紹介されている。Melitz、Helpman(2004)は産業内部の異質的な生産性を

持つ企業が海外進出に関して、どのような行動を選択できるかという問題について研究し

た。Melitz、Helpman(2004)の研究によると、同じ産業内部でも企業レベルの異質的な労働

生産性が存在するため、同じ産業内部においては、高い労働生産性をもっ企業だけが海外

進出を行い、中等レベルの労働生産性をもっ企業が海外輸出を行い、低いレベルの生産性

をもっ企業は自国市場だけに商品を提供されるという企業レベルの産業内における異質

的な労働生産性に着目する研究が進んで、いる新・新貿易理論が提案されている。Melitz、

Antras、Helpman等は、異質生産性を持つ企業の生産拠点配置と産業内貿易ノξターンが内

生的に決定されるメカニズ、ムを分析している。
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第3章 アウトソーシングの R&Dへの影響

3.1 はじめに

国際的なアウトソーシングは政策コメンテーターや政治家などを含めるさまざまなグ

ノレーフ。が地域(現地)の雇用への影響に対するプロセスを批判した。先進国では熱く議論

された問題として浮上した。賃金率、生産性、組織形態、福祉に関する生産の国際的なア

ウトソーシングの影響は十分に立証された。Grossmanand Helpman (2002) and Antras and 

Helpman (2004)はセクター別の異質性と産業特性の変動の中でアウトソーシングと垂直

統合と FDIの間で、選択が管理コスト、検索摩擦と契約不完全性によってどのように影響

を受けるのかを示した。Bandyopadhyayand Wall (2010)は移民とアウトソーシングの関

係を国際的な要素の移動の一般均衡モデ、ルにおいて分析した。Jones(2005) はアウトソ

ーシングとともに、もし、ある国も世界市場に対してより多くの資本集約的な商品を生産

するならば、この国の労働力の相対的および実質賃金率が上昇することを見いだした。

国際的なアウトソーシングの増加の程度は生産のパターンを変えるだけではなく、研究

開発など、の非生産活動のパターンの変化を起す。研究開発のパターンにはプロセス R&D

とプロダクト R&Dの2つがある。多国籍企業はプロセス R&Dだけを行う(アウトソー

シングとプロセスの聞の代替効果)とき、多国籍企業がいくつかの条件の下で、フ。ロダクト

R&Dとプロセス R&Dの両方(アウトソーシングと生産R&Dの間の相補効果)を行うと

き、アウトソーシングがプロダクト R&Dに相補的な要素として現れる傾向がある。これ

は国際的なアウトソーシングがプロダクトイノベーションとプロセスイノベーションに

異なる効果を持っていることを意味する。

先行文献においてはアウトソーシングとプロセス R&Dの聞のリンケージが分析された。

Maりitand Mukheりee (2008)はもし、革新的な企業が大きな市場シェアを持っているな

らば、プロセス R&Dがアウトソーシングを通じて促進されないことを示している。Cheet 

al. (2010)は中間財のアウトソーシングがどのようにプロセス R&D投資に影響を与える

のかに研究した。彼らは中間財の専門の生産者に中間財の生産をアウトソーシングをする

ことによって、企業は生産コストを引き下げることができ、そして、 R&D活動により多

くコストをかけるが、情報漏洩のリスクに直面する。特許保護の一定の程度で、彼らの中

間財をアウトソーシングするとき、企業はR&D活動に投資する。ChenとSen(2010)は川

下のプロセス R&D投資に川|上のアウトソーシングの影響を検討した。一方で、競合相手

のコストの減少は川上の財の需要を増加させるのに役立つ。したがって、それはプロセス

R&Dを強化できる規模の経済を通じて、川上の価格を下げることができる。その一方で、

それはプロセス R&Dを減少する川下の競争を緩和する。

しかし、実証研究においてはプロダクト R&Dが企業の R&D活動に重要な役割を果た

していることを示唆している。SchererとRoss(1990)はブ。ロダクト R&Dがus企業による
総R&D投資の約四分の三を占めていることを示した。Imai(1992)は生産R&Dが日本企業

に対して総R&D予算の五分のこの程度であることを示した。いくつかの実証研究はフ。ロ

ダクト R&Dとプロセス R&Dの問の選択に市場集中と企業規模の影響を立証してきた。

理論的な研究はまたプロダクト R&Dとプロセス R&Dの聞の関係を分析した。

先行文献はフ。ロダクト R&Dと国際的なアウトソーシングの組み合わせにはほとんど注

意をしなかった。本章では、アウトソーシングの影響について新たな視点を提供すること

により、そして R&Dの2つのパターンの考慮、を通じて、企業がプロダクト革新とプロセ

ス革新をそれぞれするときに、国際的なアウトソーシングの急増がどのように自国の企業

のR&Dのボリュームと構成を変化させることを明示的に考察する。

第2節では、 HamidBeladi、SugataM吋itand Lei Yang (2012)の研究で示された、数量
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競争のモデ、ルの下で、多国籍企業はプロセス R&Dを行う場合とプロダクト R&Dを行う

場合の企業の R&D活動に与えるアウトソーシングの影響を述べる3。第3節では、価格競

争のモデルの下で、プロセス R&Dを行う場合とプロダクト R&Dを行う場合の企業の

R&D活動にアウトソーシングの影響を考察する。

3.2 R&Dのアウトソーシングの影響一回数量競争

まず、モデルを構築する。2つの企業、多国籍企業 (N企業)と現地企業 (8企業)は

差別化された製品を生産しているとする。N企業はその生産プロセスの労働量を減少する

ために、プロセスの革新を行い、製品の差別化の度合いを高めるためにフ。ロダクト R&D

を行うことができる。N企業は輸出またはアウトソーシングのいずれかを介して発展途上

国に供給することができる。最初に、輸出を通じて途上国に供給するシナリオを考えてみ

る。その次には、その参入モードが輸出からアウトソーシンク、、へ変更されるときに、 N企

業の R&D活動にアウトソーシングの影響を分析する。

多国籍企業 (N企業)と現地企業 (8企業)が差別化された財を生産し、途上国で競争

する世界を考察する。代表的な消費者の効用関数は

ρj+OS2 
仰]'q2山 o:::;s三1 (3. 1) 

ここで、 mはニュメレール(価値標準)財であり、 q1とq2はそれぞれN企業と S企業に

生産された財の消費量であり、 sは2つの財の聞の代替性の程度を表している。s= 1の
とき、両財は同質であり、 s=0のとき、両財は無関係である。効用最大化は次のような

限界効用関数を得る。

MU1 =a-q1 -sq2; MU2 =α一色 -sq1 (3.2) 

2つの財をより差別化されるとき、財2の数量は財1の限界効用への負の影響が小さいこ

とに注意する必要がある。

労働がただ lつの生産要素と仮定する。 α、βはN企業と S企業の産出物 l単位を生

産するために、それぞれの労働投入量を表している。N企業が優れた技術を持っていると

仮定する。したがって、 α<βがある。そして、 wとWLはそれぞれ先進国(北の国)と

途上国(南の国)の賃金率を表す。したがって、 W>WLとなる。S企業の限界生産コス

トはWLβである。 N企業が輸出またはアウトソーシングのいずれかを通じて、南の市場

を提供することができる。N企業の限界生産コストは輸出の下でwαである。N企業の限

界生産コストはアウトソーシングの下でWLαになる。本章における、アウトソーシング

3Hamid Beladi、SugataM吋itand Lei Yang (2012) においては本稿におけるモデルと同様のモテやルが考察
されている。しかし、彼らのモデルで、はプロセス R&D投資だけを行うものとプロダクト R&D投資とプ

ロセス R&D投資が継起的に行われるモデルが分析されているが、本稿においてはアウトソーシンクマのそ

れぞれの投資に対する影響を考察するために、別々にプロセス R&D投資だけを行うものとプロダクト

R&D投資だけを行うモデルを構築する。また、彼らのモデルはクールノーの仮定のもとで行われている

が、本稿においては少し形は変えるが、ベルトラン・モデルも考察される。
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はR&D機能だけを自国に残し、発展途上国の低賃金を活用するために途上国へ製品ライ

ン全体を配分することを意味している。原理的には輸出とアウトソーシングの両方が固定

費用を必要とする。アウトソーシング企業は技術移転のコストと取引コストに関連する固

定費用を負担する(Grossmanand Hart、1986)。輸出の下での固定費用とアウトソーシング

の下での固定費用は均衡R&D投資に影響を与えないので、輸出またはアウトソーシング

に関する固定費用が存在しないと仮定する。

N 企業はその生産過程で労働投入量を削減するためにプロセスの革新を行うことがで

きることを仮定する。したがって、 N企業に対する生産の限界コストは、プロセスの革新

とともに、輸出の下でwα(r)である。ここで、 rはプロセス R&D投資の量である。 N企

業の l単位の労働投入量がプロセス R&D投資と負の関係にあるとする。したがって、

wα(r) < 0。簡略化のために、また、 α(r)はrについて凹である、あるいはα(r)< 0で

あると仮定する。 R&D投資は固定費用と変動費用の両方を負担しなければならない。固

定費用の例としては研究室のコストや設備コストを含んでいる。可変費用の例としては研

究者への給与や消費された材料を含んでいる。 FとZ(r)はそれぞれプロセス R&Dの固定

費用と可変費用を表す。さらに、 N企業だけはR&Dを実施することが収益性があるとい

うために、プロセス R&Dの固定費用が十分に大であることを仮定する。 Z(r)はN企業の

プロセス R&D投資とともに増えている。したがって、 Z>0である。また、二階の条件

を満たすZ>0である。 πlとπ2はそれぞれN企業と S企業の利潤を表す。

N企業がプロセス R&Dだけを行うシナリオに焦点を当てる。ゲームの時系列は次のよ

うに示される。ステージ lでN企業はフ。ロセス R&Dを選択して、ステージ2で両企業が

クールノー設定で数量競争を行うと利益を実現する。後者の誘導を通じてゲームを解く。

N企業が輸出によって南の国に市場を提供するとき、このケースを分析することから始ま

る。ステージ2でN企業に対する利潤最大化問題は

Jr] = Mt.仰い-q]-Sq2)q]-Wα(r)q] 

と表される。そして、生産ステージでS企業に対する利潤最大化問題は

方2=Mαx(α-q2 -sq] )q2 -WLsq2 

と表される。

N企業と S企業の最適な数量は

q:=2[α-Wα(r)卜了(α一円β)
4-s" 

q;=2(α-wJ)-sIG-wα(r) ] 

~ 4-s" 

と表される。

したがって、プロセス R&DのステージでN企業の利潤最大化問題は
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判2[aー附rα-wぺ-F -Z(r) (3. 7) 

と表される。N企業の均衡プロセス R&D投資をfで表す。 (3.7)式の l階条件をf(r*，w) 

として表す。その均衡プロセス R&Dは (3.8)式を満たす。

2I a-w，α(rキ)I-s(α-wLs) 
f(r"， w) = -4w，α(r")__b ， _j、ゥ ~-Z (r")=O 

(4 -S2 ) 

2階条件が満たされると次のように仮定する。

(3.8) 

」生τ(α"(r*)[2(α-w，α(r)) 巾 -wLβ)]-2w[α(r*)T}-Z"(〆)<0 (3.9) け_S2)2l--，. Il-'-- .._-，. 11 -，-- "Lr-IJ _.. L--，. / J J 

今、 N企業の参入モデルが輸出からアウトソーシングへ変更されるとき、 N企業の R&D

活動へアウトソーシングの影響を考察する。もし、アウトソーシングが起きると、 N企業

は生産を先進国から途上国へシフトする。それに応じて、賃金率はwからwLへ低減する。

均衡プロセス R&D投資の量へのアウトソーシングの影響を分析するために (3.8)式を考

察する。 (3.8)式をwと/に関して全微分すると

8f 
dr* 凸グ

dw 句f
8r* 

となる。 (3.10)式の右辺の分母は2階の条件より負となる。右辺の分子は

(3.10) 

f々 4α(r *) (，..， í~' _.~./ _. *， l _/ ~ D_ .. ，) 
一=一一 O.τPIα-wα(〆)I-s(α-伽'/)~ (3. 11) aw (4-sゐrt L '/J  L-/) 

となる。したがって、次の条件が成立するとき、アウトソーシングにより、賃金が下がる

とプロセス R&Dへの投資は少なくなってしまう。

4wα(rキ)-swlβ
L が成立するとき、不>0

2-s 
(3. 12) 

となる。 (3.11)式で示されるように、 N企業の均衡プロセス R&Dは市場の規模が大きい

場合にはに賃金率と正の関係にある。したがって、次の命題 lが得られる。

命題 1:多国籍企業がプロセス R&D投資を行う場合には、アウトソーシングは大規模

な市場における多国籍企業のプロセス R&D投資を削減する。

これは次のように解釈することができるだろう。賃金の下落のプロセス R&D投資への効

果は2つ存在する。 1つは賃金下落により単位当たりのコストが安くなりプロセス R&D

により必要労働量を減らしたとしてもこれまでよりもより少ないコストの減少となり、

R&D投資のインセンティブを弱める。もう一つはコストの下落による生産を増加する効

果である。研究開発により単位当たりの費用が下落すると、価格が下落し、需要量が増加
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する。その結果、これまでより多くの財を供給することによって研究開発のインセンティ

ブが増加するのである。市場が大規模であれば前者の効果が後者の効果を上回るために賃

金の下落は研究開発のインセンティブを弱めてしまう。

次に、N企業はその生産過程で製品の差別化の度合いを高めるためにプロダクトの革新

を行うことができると仮定する。製品差別化の程度の上昇が N企業に対する需要曲線を

外側へシフトすることに注意する必要がある。したがって、 s(R) < 0であり、ここで R

はN企業のプロダクト R&D投資の量である。また、 s(R)三Oを仮定する。EとK(R)は

それぞれN企業のプロダクト R&D投資の固定費用と可変費用を表す。そして、 K >0、

K >0であるo 7r]と π2はそれぞれN企業と S企業の利潤を表す。

N企業がプロダクト R&Dだけを行うシナリオに焦点を当てる。ゲームの時系列は次の

ように進行している。ステージ lでN企業はプロダクト R&Dを選択して、ステージ2で

両企業がクールノーの設定で数量競争を行うとする。2段階ゲームにおけるサブゲーム完

全均衡を求めるために最終段階から逆に解を求めてし、く。N企業が輸出によって南の国に

市場を提供するとき、このケースを分析することから始める。ステージ 2において N企

業に対する利潤最大化問題は

川 =Aイ似[α-q]-S(R)q2]q]-W仰] (3 ω 

と表される。そして、生産ステージでS企業に対する利潤最大化問題は

Z2=λヂ[α-q2-S(R)ql]q2 -WL向 2 (3凶

と表される。

N企業と S企業の最適な数量は

q;*ニ 2(α-Wα)-s(R)?-wJ)
ι 4-s(R)L 

qf=2(α-wJ)-s(R7(α-W，α) 

ム 4-s(R)"

と表される。

したがって、プロダクト R&DのステージでN企業の利潤最大化問題は

(3. 15) 

(3. 16) 

i 2(α-Wα) -s(R)(α-W[，β)f 
イヲ L ト-E-K(R) (3.17) 
R l 4-s(R)" J 

と表される。 N企業の均衡フoロダクト R&D投資をRで表す。 (3.17)式の l階条件を

g(R*， w)として表す。その均衡プロダクト R&Dは (3.18)式を満たす。

(α-WLs)[ 4-s(Rγ] -2{2(αー附)-s(R*)(α-WLs)r
g(R*，w)=-2s'(R*)' L' 'L '/:. l' ~1 '"  L' /) -K'(R*)=O 

14-s(Rツ|
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2階条件が満たされると仮定する。(3.18)式を整理して変形すると、

8g 

dR* dw 
dw 8g 

8R* 

(3. 18) 

(3. 19) 

を得る。(3.19)式の右辺の分母は 2階の条件より負である。したがって、 (3.19)式の符

号は右辺の分子により決定されるので、具体的に求めてみると、

匂 16αs'(R*)[2(α-w，α)-s(R*)(α-wLβ)J 
(3.20) 

伽[4-s(R*)2J 

となる。これは (3.20)式の右辺において分母は正であり、分子のs(Rホ)が負であり、括

弧内は多国籍の生産量であり、意味のある解を仮定すれば、正である。

今、 N企業の参入モデルが輸出からアウトソーシングへ変更されるとき、 N企業のプロ

ダクト R&D活動にアウトソーシングの影響を考察する。もし、アウトソーシングが起き

ると、N企業は生産を先進国から途上国へシフトする。それに応じて、賃金率はwからwL

へ低下する。(3.19)式は均衡プロダクト R&D投資と賃金の関係を与えている。これは以

上の分析の結果から、必ず負となる。このことから次の命題2を得る。

命題2:多国籍企業はプロダクト R&Dを行う場合には、アウトソーシング、はプロダク

トR&Dを促進する。

これは次のように解釈することができるだろう。賃金の下落はまず、価格の下落を招き、

またそれによって需要が増加する。これによって R&Dの収益率を増加させることになる。

また、賃金の下落は価格と限界費用の差である利潤マージンを増加させ、このことにより、

プロダクト R&Dのインセンティブを高めることになる。

以上の分析の結果、大規模市場における数量競争の場合には、プロセス R&D投資とプ

ロダクト R&D投資へのアウトソーシングの効果は異なり、アウトソーシングはプロダク

トR&D投資を促進させ、プロセス R&D投資のインセンティブを弱めることになる。

3.3 アウトソーシングの R&Dへの影響-価格競争

多国籍企業 (N企業)と現地企業 (S企業)が差別化された財を生産し、途上国で競争

する世界を考察する。途上国の市場は線形であると考え、 N企業は 0地点に立地し、 S企

業は 2A地点に立地しているものとする。途上国の住民は両企業の聞に一様に分布してい

るものとする。また、その密度を単純化のために lとする。Pl、P2はそれぞれN企業と

S企業に生産された財の価格であり、そして、町、 t2はそれぞれN企業と S企業から離れ

ることによる距離のコストである。vonUngem-Sternberg (1988)はこのコストを一般目的

性を表す指標と考えている。詳述すると、 N企業と S企業は差別化された財を提供するの

であるが、各消費者は自分の理想的な財を持ち、そのような財と各企業の提供する財との

違いが距離により表されるとする。q地点に立地する消費者が、それぞれ、 N企業から購
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入するとき、およびS企業から購入するとき、次のような効用が得られるものとする。

U1 =ν-P1 -t1q (3. 21) 

U2 =v-P2ーら(2A-q) (3. 22) 

ここで、 vは理想的な財を購入したときに得られる効用であるとする40

数量競争のときと同様に労働がただ lつの生産要素と仮定する。 α、βはN企業と S

企業の産出物の一単位を生産するために必要なそれぞれの労働投入量を表している。N企

業が優れた技術を持っていると仮定する。したがって、 α<βである。 wとWLはそれぞ

れ先進国(北の国)と途上国(南の国)の賃金率を表す。したがって、 W>WLとなる。

S企業の限界生産コストはWLβである。企業が輸出またはアウトソーシングのいずれか

を通じて、南の市場を提供することができる。 N企業の限界生産コストは輸出の下でwα

であり、アウトソーシングの下でWLαになる。

N 企業はその生産過程で労働投入量を削減するためにプロセスの革新を行うことがで

きることを仮定する。したがって、 N企業に対する生産の限界コストは、プロセスの革新

とともに、輸出の下でwα(r)である。ここで、 rはプロセス R&D投資の量である。 N企

業の 1単位の労働投入量が負にそのプロセス R&D投資に関連しているとしづ結論を下す。

したがって、 wα(r)< 0。簡略化のために、また、 α(r)はrで凹であるあるいはα(r)< 0 

であると仮定する。 R&D投資は固定費用と変動費用の両方を負担する。固定費用の例と

しては研究室のコストや設備コストを含んでいる;可変費用の例としては研究者への給与

や消費された材料を含んでいる。 FとZ(r)はそれぞれプロセス R&Dの固定費用と可変費

用を表す。さらに、 N企業だけは R&Dを実施することが収益性があることを見つけるよ

うに、プロセス R&Dの固定費用が十分に大きいであることを仮定する。 Z(r)はN企業の

プロセス R&D投資とともに増えている。したがって、 Z<0がある。また、 2階の条件

を満たすためにZ >0を仮定する。 πlと1[2はそれぞれN企業と S企業の利潤を表す。

N企業がプロセス R&Dだけを行うシナリオに焦点を当てる。ゲームの時系列は次のよ

うに示される。ステージ lでN企業はプロセス R&Dを選択して、ステージ2で両企業が

ベルトランの設定で価格競争を行い利益を実現する。バックワード・インダクションによ

りゲームを解く。 N企業が輸出によって南の国に市場を提供するとき、このケースを分析

することから始まる。 N企業の需要は (3.21)、 (3.22)式の 2組の効用を比較して、より

高い効用水準を得る消費者から成り立つので、これを次のように求める。まず、どちらの

企業から購入しでも無差別となる消費者の立地点はU1= Uzを満たす点 q*で、ある。具体的

4ここでvの値は十分に大であり、すべての消費者はどちらかの企業から l単位の財を購入するものとす

る。また、均衡において、独占状態にはならず、両企業は少なくともいくらかの顧客を獲得するものと

仮定する。
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には、

q* = P2 -P] +2At2 
t1 +ん

(3. 23) 

となる。この 0から q*までが企業Nの顧客となり、残りの2A-qホが企業 Sの顧客とな

る。

第2段階において N企業に対する利潤は

司=[P1-Wα(r)]q* 

と表される。同様に、生産ステージで S企業に対する利潤は

方2= [P2 -wLs](2A -q*) 

と表される。

N企業と S企業の最適な価格は

ベ{2[附 (r)叫]+(附+2At])} 
P; =~{川叫)+[附(r)+同]}

と表される。

したがって、プロセス R&DのステージでN企業の利潤最大化問題は

Mω一」一一12A(t1+ 2t?) + w，β wα(r)12 -F-Z(r) 
r 9(t1 + t2) L ' ， " ム』

(3.24) 

(3. 25) 

(3.26) 

(3. 27) 

(3. 28) 

と表される。プロダクト R&Dが存在しない場合には、 N企業の均衡フ。ロセス R&D投資

をfで表す。 (3，28)式の l階条件をF(r*，w)として表す。その均衡プロセス R&Dは(3.29)

式を満たさなければならない

2wα (r *) r，，"， A / _，L . t""¥..L '¥ . n / '¥ 1 
F(r*， w)ニ 12A(t1+ 2t2) + wβ-w，α(r)I-Z(r*)=O 

9(t1 + t 2) L ' ， ι む J

(3.29) 

利潤最大化の 2階の条件を満たすために次のように仮定する。

二2，~Jα (r *) [2刈 1+ 2t2) + wLs一附(r)]ーい*)J}-Z"(〆)<0 (3.30) 9(t1 +ら)l "L  '. "' L'  "J  L'  '_j) 

N企業の参入モードが輸出からアウトソーシングへ変更されるとき、 N企業の R&D活動

へのアウトソーシングの影響を考慮する。もし、アウトソーシングが起きると、 N企業は

生産を先進国から途上国へシフトする。それに応じて、賃金率はwからwLへ低減する。

(3.29)式を全微分して整理すると、
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。F
dr* 否両
dw oF 

(3. 31) 

。〆
を得る。 (3.31)式の右辺の分母は 2階の条件より負であるので、全体の符号は分子の符

号に依存する。具体的に分子の値を求めてみると、

。'F -2α(r*) r 寸
一=一一一I2A (/1 + 2ι)+wLs-2wα(川 I (3. 32) 
伽 9(/1刊)し」

となる。 (3.32)式の右辺はα(r*)が負であるので、その符号は括弧内の符号と一致する。

(3.29)式の右辺の括弧内が正となるためには

A>2wα(r*) -wLβ 
2(/1 + 2/2) 

が成立しなければならない。このことから次の命題3が得られる。

命題3:価格競争において多国籍企業がプロセス R&D投資を行うとき、アウトソーシ

ングは大規模な市場における多国籍企業のプロセス R&Dのインセンティプを引き下げ

る。

この結果は命題 lと同じであり、同様に解釈することができるであろう。プロセス R&D

投資により単位当たりの労働必要量が削減するとき、賃金率の引き下げは2つの効果をも

たらす。まず、価格の下落により現地企業から顧客を奪うことができる。これはプロセス

R&D投資の限界収益を高め、増加させる方向に働く。逆に賃金の下落は単位当たりのコ

ストの下落を意味するので、プロセス R&D投資の限界収益を低めることになる。この 2

つの動きの大小関係により賃金の下落がフ。ロセス R&D投資へプラスの影響を及ぼすのか、

あるいはマイナスの影響を及ぼすのか決定するが、大規模な市場においては後者の効果が

前者の効果を上回ることにより、マイナスの影響を及ぼすことになる。

次に多国籍企業がプロダクト R&D投資を行うケースを考察する。ここでプロダクト

R&D投資とは一般目的性の増加ということを意味するものとする。すなわち、消費者の

理想的な財と多国籍企業が提供する財の差を緩和するような R&D投資であるとする。具

体的には11の値を減少させるようなものを想定する。すなわち、 Rをプロダクト R&Dの

量とすると、 11(R) < 0、11(R)壬Oを仮定する。 EとK(R)はそれぞれN企業のプロダク

トR&D投資の固定費用と可変費用を表す。そして、 K >0、K >0を仮定する。

N企業がプロダクト R&Dだけを行うシナリオに焦点を当てる。ゲームの時系列は次の

ように進行している。ステージ 1でN企業はフ。ロダクト R&D投資を選択して、ステージ

2で、両企業がベルトラン競争を行い利益を実現させる。パックワード・インダクションに

よりゲームを解く。まず、 N企業が輸出によって南の国に市場を提供するケースから分析

を始める。ステージ2でN企業に対する利潤は
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7Z'] = (p] -wα)q 

と表される。そして、生産ステージでS企業に対する利潤最大化問題は

方2= [P2 -WLβ](2A-q) 

と表される。

N企業と S企業の最適な価格は

p: ニ→i( 2 ( w附α叫 )+[ υψ+ μ凶川h削(ば向叫Rめ刈)リ]
p;=i{2IM+2dfl叫附2At2)}

と表される。

したがって、プロダクト R&DのステージでN企業の利潤最大化問題は

(3. 33) 

(3.34) 

(3. 35) 

(3.36) 

MGX 「 1 =d2A[t] (R) + 2t2)] + wLs -wα}2-E-K(R) (3.37) 
91 t](R材)+ t2 1に J

と表される。プロセス R&Dが存在しない場合には、 N企業の均衡プロダクト R&D投資

をR料で表す。(3.37)式の l階条件をG(Rぺw)として表す。その均衡プロセス R&Dは

(3.38)式を満たす。

[2A似勺-wLβ+附 J{叫収仲)+2t2J+WLs-Wαj
G(Rぺw)=tl'(RV1 ウ L-K' (R*') = 0 

9[川 ')+t2J
(3. 38) 

ここでここでt~(R**)は負で、 (3.38)式の右辺の第 3項は生産量と関係しているので、正

でなければならない。したがって I階の条件を満たすためには第2項目は負でなければな

らないので、

wLβ> 2At](R柿 )+wα (3.39) 

を仮定する。また、 2階条件が満たされると仮定する。

N企業の参入モードが輸出からアウトソーシングへ変更されるとき、N企業のフ。ロダク

トR&D活動へのアウトソーシングの影響を考察する。もし、アウトソーシンク、、が起きる

と、 N企業は生産を先進国から途上国へシフトする。それに応じて、賃金率はwからwL

へ低減する。(3.38)式を全微分して整理すると、

δG 
dR帥 凸ゲ

dw θG 
(3.40) 

8R" 

を得る。(3.40)式の右辺の分母は 2階の条件より負となるので、その符号は分子の符号に

依存する。分子の値を具体的に求めてみると、

(4.34 )式で示されるように、 N企業の均衡プロダクト R&Dは大規模市場における賃金
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率に負に関係している。したがって、まだ命題2が得られる。

δG 2tl (R紳 )α{- ~、
一一- • ¥ ノ ;;-{2Aム+w，β-wα;
伽 9[t] ( R" ) + t2 J l "L'  J 

(3.41) 

となる。 (3.40)式において右辺の最初の項は負なので、括弧内の符号により(3.40)式は決定

される。括弧内の符号は (3.39)式の仮定により正である。このことにより次の命題4を

得る。

命題4:価格競争において多国籍企業がプロダクト R&D投資を行うとき、アウトソー

シングは、多国籍企業のプロダクト R&D投資を増加させる。

これは次のように考えられるであろう。賃金の下落のプロダクト R&D投資に与える影響

は2つある。まず、価格と限界費用の差である利潤マージンが小さくなる。このことはプ

ロダクト R&D投資の収益率を押し下げ、そのインセンティブを低下させる。もう一つの

影響は需要を増加させることである。需要の増加は R&Dの収益率を押し上げ、そのイン

センティブを増加させる。これら 2つの効果のうちどちらが支配するかによって賃金の下

落の影響が決定する。利潤マージン低下の効果を需要増加の効果が上回り、プロダクト

R&D投資を増加させるのである。

3.4 まとめ

以上の結果をまとめると、次のような結論を得る。数量競争の場合、アウトソーシング

は大規模な市場におけるプロセス R&D投資を減少させ、プロダクト R&D投資を増加さ

せる。また、価格競争の場合にも同様にアウトソーシングは大規模な市場におけるプロセ

スR&D投資を減少させ、プロダクト R&D投資を増加させる。

34 



第 4章東アジアの経済統合の展望

東アジアにおいては、政府レベルで法制度を変更する「制度的経済統合」に先駆けて

「事実上の的経済統合」が顕著である。本研究では第1.1節に東アジアは「事実上の的経

済統合」を達成していることを明らかにした。今後の東アジアにおける制度的経済統合の

進歩が事実上の経済統合との相互連関で双方ともに深化する可能性を展望する。

4.1 東アジアの経済統合に関する理論研究

1980年代以降、多国籍企業、空間経済学、国際貿易理論など理論研究の発展により、

経済統合が企業の立地、貿易ノ〈ターンに与える影響についての解明が進んでいる。

多国籍企業理論は、世界市場における自社の市場シェアを高めようとグ、ローバル展開す

る多国籍企業の行動を説明してきた。 Markusen(1984)は複数国にほぼ同一製品を製造販売

する多国籍企業の水平展開行動を説明し、 Helpman(l984)は本国と投資受入国とでは異な

る機能を担い、異なるものを製造販売する多国籍企業の垂直展開行動を説明した。

Markusen(2002)は水平展開と垂直展開を融合し、熟練労働力の要素賦存状況の違いが本固

と投資受入国とでは異なる機能を担うとした多国籍企業の行動をモデル化した。他方、空

間経済学は、企業は立地選択の際に輸送費を見て行動していると考え、輸送費が立地に与

える影響、輸送費と産業の空間的配置の関係について分析してきた。

輸送費や貿易費用を重要視する空間経済学と多国籍貿易理論に対し、国際貿易理論から

は、 Jonesand Kierzkowski(1990)、Deardorff(2001 )が、生産工程を分割し、国際的に分散立

地する企業のフラグメンテーション行動に注目した。Grossmanand Helpman(2002)は、フ

ラグメンテーションにおけるアウトソーシングの重要性に注目し、アウトソーシングは内

外市場の大きさ、サプライヤーを探す費用(サーチコスト)、投入財をカスタマイズする費

用等に依存することを示した。

4.2 財貿易における東アジア広域FTAの意義

東アジアでは地域全体をカバーするような FTAは形成されていないものの、域内のフ

ラグメンテーションや産業内貿易が進展し、財貿易の面でみれば 「事実上の的経済統合」

を実現してきた。各国が、中間財の関税率を下げたり、輸出加工区内の企業への優遇措置

を講じたりした結果、中間財の域内貿易が大きく増加した。一方、最終財や電子部品以外

の中間財などでは比較的高い関税が課される品目が残っている。広域 FTAや EUのよう

な関税同盟の形成によって貿易ルールが統一されなかった結果、中間財に偏った域内貿易

が進展し、まさにそこが東アジアの「事実上の的経済統合」と EUやNAFTAの「制度的

経済統合Jの違いといえるだろう。

東アジアで、は地域全体を統一的なルールで、カバーするような FTAが実現し、例外なく

関税や非関税障壁が撤廃されるとすれば、最終財の域内貿易の増加が予想され、機械類の

中間財以外のさまざまな財の域内貿易が拡大すると考えられる。ただし、たとえ広域FTA

が実現することになったとしても、通常、即時にすべての貿易障壁が撤廃されることはな

く、段階的に自由化による利益を得る場合とそうでない場合とがある。各国の政策担当者

は、各産業の利害を調整しながら、いかに自由化を進めていくかという難しい課題を解決

していく必要がある。

4.3 東アジア経済統合の要素:輸送費の削減

東アジアが目指すべき統合は、先進国はより付加価値の高い産業へと発展し後進国は付

加価値が低い工業財に特化し、次第に付加価値の高い工業財へと技術の段階を昇りながら、
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地域が全体として発展するような経済統合である。

それでは、具体的にどうすればよいのであろうか。すなわち、東アジアの経済統合には

どのような要素、プログラムが必要なのであろうか。

第 lに、関税率の削減である。東アジアの場合、関税率が高いことから、関税率の削減

が東アジアの域内輸出、特に消費財輸出に大きな影響を与える。製造業製品に対する実行

関税率の平均税率は、 2007年に、中国が 10%、タイが 11%、インドが 12%、カンボジア

が14%、ベトナムが 16%であり、これらの関税率は、製造業製品の平均関税率であって、

消費財や資本財など保護育成したい品目はかなり高い関税率が課せられているのである。

実際、東アジアは衣類、家電製品、自動車など消費財については競争力のある産業につい

ても国内産業育成という観点から高率関税を課している。たとえば、タイは、自動車の輸

出国であるにも関わらず、国内産業を育成しようという観点から 80%の高率の輸入関税

を課しているほか、アパレル製品に対し 30%の関税率を課している。これら製品につい

て、マレーシア、フィリピン、インドネシアも同様に高い関税を課している。この結果、

域内からの輸入に対する平均関税率は対域外関税率よりも高くなり、東アジア域内は相互

に消費財輸出を阻害するという事態を招いている。

東アジアの FTAは、 ASEAN域内関税を削減する AFTAは98%の貿易をカバーし、高

い水準の FTAである。しかしながら、 AFTAを除くと、自由化の達成という点では不十

分である。例えば、 ASEAN・中国FTAにおいて、中国はASEANからの輸入を恐れ、自

動車、エンジン、カラーテレビ、石油基礎製品、木工製品、製紙類等を特別例外品目に組

み込んでおり、 2015年までに関税率を 50%まで削減すればよいことになっている。

ASEAN・中国FTA等のFTAを見直しし、自由化水準を高めていく努力が必要である。

第2に、貿易の円滑化措置とサービスの自由化である。Anderson and Wincoop (2004) 

はグラピィティ・モデ、ルを用い OECD諸国の交易費を推計し、出荷価格に対し、狭義の

運搬費21%、国境障壁44%、流通経費55%、交易費は全体で 170%としづ推計結果を得

ている。国境障壁44%の内訳は、政策障壁(関税)8%、言語障壁7%、通貨障壁 14%、情

報障壁 6%、契約履行障壁 3%である。すなわち、国境障壁のうち政策障壁は 8%にすぎ

ないが、政策以外の障壁が 33%もあり、これは関税率 8%と運搬費 21%を合計したコス

トよりも大きいことを指摘している。McCal1um(1995)は、アメリカとカナダの出荷統

計を用いて、国内における都市聞の出荷量はアメリカとカナダの国境をまたがる都市間の

出荷量に比べて、地理的距離を同ーとした場合、 20倍以上大きいとしづ推計結果を得て

いる。この推計結果は、国境障壁が貿易に大きなインパクを与えるということを示してい

る。

実際、通関にクリアする時間は大きい。特に、陸上輸送で第3国を経由して陸送しなけ

ればならない場合、例えば、バンコクからハノイへトラック輸送をする場合は、ラオスを

経由する必要がある。この問、タイ側出発地バンコクにある工業団地通関で輸出通関とシ

ール打ちを行い、タイ側ムクダーハン国境で開扉後、開扉厳禁のシール打ち、ラオス・ベ

トナム国境のラオス側デンサワンで書類手続き、検査、シール打ち、ベトナム側で輸入通

関検査となる。通関業務終了後に貨物が到着した場合には、通関は翌日待ちになる。この

ように、特に、トラック輸送する場合には、国境は輸送にとって大きな障壁となっており、

国境通過にかなりの時間を要する。

サービスを自 由化し、外資の参入を促し、物流サービスを国境における障壁を削減し、

モノの流れを円滑にすることが必要である。

第 3に、カンボジア、ラオス、ベトナム、ミャンマーから形成される CLMV諸国のよ

うな開発途上国の場合には、インフラ整備により物流を改善する必要がある。ベトナムを
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含め CLMV諸国の道路は、舗装状況が悪く、街灯の未整備等のため夜間走行ができず、

トラックの走行速度が遅いなど物流上の問題がある。主要幹線上の道路の整備を行い、主

要幹線上や国境に経済特区 (SEZ)を設置することで輸送費を低下することができる。こ

のような CLMVにおけるインフラ整備を東アジアは経済統合のプログラムの中で実施し

ていく必要がある。また、外国企業の協力を得ながら、人材研修センターを CLMVの各

地域に設置するなどのプログラムを織り込むことも必要である。

東アジア経済統合の要素・輸送費の削減という観点から、東アジアの経済統合と経済

について展望してきた。既に見てきたように、関税率の削減、貿易の円滑化措置、サービ

スの自由化が重要である。同時に、 CLMV諸国のような開発途上国の場合には、インフ

ラ整備が不可欠であると考えられる。
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第 5章おわりに

近年のグローパリゼーションと地域経済統合の進展により、国際貿易の構造が大きく変

化しつつある。今までの貿易理論がグローパルの世界で、はなぜ国際貿易が発生するか、各

国がどんな財を輸出・輸入するかおよびその国際貿易の利益はどこから発生するなどの

様々な国際貿易現象について分析・解釈している。

1990年代に入ると、世界諸国の政治構造改革とともに、世界経済統合の歩みも再び踏

み出している。ソ連の解体・ドイツの統一及び東欧各国の市場経済改革の発足などにした

がって、拡大しつつある EUの地域統合に従って、 EUの域内貿易・産業分業および生産

工程の分業も進展している。一方、東アジア地域でも、中国およびASEAN諸国の経済改

革にしたがって、多国籍企業の投資を呼び込んでいる。それらの地域経済統合の進展と伴

い、先進国間の同一産業内部の貿易が増加する一方で、先進国と途上国の間貿易額と貿易

量が再び拡大される。そうしづ産業内の中間財貿易に関する新しい貿易現象に対して、研

究が進んでいる。研究者たちは、 1990年代の先進国と途上国の貿易増加が多国籍企業の

生産工程の分業活動による起こされた新たな貿易現象として、注目されている。すなわち、

途上国と先進国の同一産業内部において、多国籍企業がグローパル市場を目指して、最終

財の生産過程をモジュール化して、その多数の中間財をもっとと効率化生産可能の地域に

転移している。そして、世界範囲の海外直接投資・フラグメンテーションおよびアウトソ

ーシングの進展によって、世界の中間財貿易が急激的に拡大される。その先進国と途上国

の同一産業内部の中間財の拡大が 1990年代の新たな貿易現象と貿易構造形成される原因

であると指摘される。

東アジア諸国の地域経済統合の特徴としては、 EU.NAFTAにおける地域諸国の経済類

似性ではなくて、経済の多様性と補完関係が強い点にある。東アジア諸国における経済多

様性および、経済要素のバラエティが存在するこそ、多国籍企業にとって、 EU.NAFTAよ

り魅力的な海外進出先になりつつある。それらの原因で、世界経済に参入する国家および

地域が一気に増える。もっと多くの国家が世界経済および世界貿易に参入しようという意

欲も高まっている。

現代の国際貿易のなかで、多国籍企業の役割はますます重要になりつつある。地域経済

の統合、海外進出および海外投資自由化の進展、情報技術の発展、輸送費用の軽減および

世界各地域の貿易協定の達成などにより、多国籍企業の生産・販売および研究開発の事業

活動はいままでの一国あるいは一箇所だけではなくて、グローパル範囲で、より多くの市場

へ進出して、より高い効率性で製品に関する事業活動の達成できる最適な生産工程の立地

を選択し配置することができるようになる。

特に、グローバル化の国際貿易と外国直接投資(FDI)およびフラグメーテーションの進

展により、国際的な生産工程の分業生産という新たな貿易現象が盛んである。多国籍企業

が世界において、多数の国家に生産工場を配置して、グローパル市場から最適な海外生産

拠点から部品と最終製品を調達することによって、国際貿易がはるかにに拡大している。

多国籍企業による直接投資および海外R&Dの設置による技術海外転移などは生産工程の

国際分業を促して、中間財貿易を著しく増加させる要因になる。

しかしやはり政府レベルにおいて FTAあるいは EPAといった国際条約を結ぶ形で東ア

ジアを一元的にカバーする制度的経済統合を推進していくことは、この地域における事実

上の経済統合をさらに推し進めることになると考えられ、重要な政策課題である。
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